
（円）

交付金充当
経費（Ｂ）

国庫補助額
（Ｃ）

その他（一般財源や補
助対象外経費等）（Ｄ）

1 単独
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援
給付金（７万円追加分）【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5,R6の累計給付金額
R5年度分の住民税非課税世帯1477世帯×70千円のうちR6計画分
事務費1212千円
事務費の内容［需用費（事務用品等）役務費（郵送料等）事務委任量　人件費
として支出］
④R5年度分の住民税非課税世帯（1477世帯）

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 216,000,000 216,000,000 0 0 R6.1.31 R6.8.31 対象世帯に対して令和６年１
月までに支給を開始する。

物価高騰の影響により家計への
負担がより大きい低所得世帯に
向けた経済的支援を実施したこ
とで、家計負担の軽減に寄与し
た。

2 単独 低所得者支援及び定額減税補足給付金
給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　410世帯×100千円、令和６年度非課税化世
帯　241世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　139世帯×100千
円、子ども加算　238人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　6296人
(145190千円）　　のうちR６計画分
事務費　8607千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人
件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（790世帯）、定額減税を補足する給付の対
象者数（6296人）

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 312,000,000 312,000,000 0 0 R6.3.1 R7.2.28 対象世帯に対して令和６年３
月までに支給を開始する。

物価高騰の影響により家計への
負担がより大きい低所得世帯に
向けた経済的支援を実施したこ
とで、家計負担の軽減に寄与し
た。

7 単独 低所得世帯支援金給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1400世帯×30千円、子ども加算　120人
×20千円　　のうちR６計画分
事務費　2457千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人
件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1400世帯）

Ⅱ．物価高の克服 318,000,000 318,000,000 0 0 R7.2.7 R7.3.31 対象世帯に対して令和７年２
月までに支給を開始する。

物価高騰の影響により家計への
負担がより大きい低所得世帯に
向けた経済的支援を実施したこ
とで、家計負担の軽減に寄与し
た。

11 単独 社会福祉施設等物価高騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている高齢者介護施設
及び障害者福祉施設に対して、その影響を利用者に転嫁することなく施設運営
ができるよう支援金を交付する。
②補助金
③事業費 　　16,204,500円
　 算出根拠　介護施設　26か所　12,266,400円
　　　　　　     障害者福祉施設　11か所　5,353,600円
④高齢者介護施設及び障害者福祉施設

Ⅱ．物価高の克服 17,420,000 17,420,000 0 0 R6.4.1 R7.3.31 交付対象施設　３７施設

エネルギーや食料品価格等の
物価高騰の影響を受けている高
齢者介護施設及び障害者福祉
施設に向けた経済的支援を実
施したことで、施設運営費の軽
減に寄与した。

12 単独 運送事業者等支援事業

①日常生活に必要不可欠な交通の運行や物資の運送等について、エネルギー
価格高騰の影響を受けている町内の運送事業者等に対し、燃料費の一部を助
成する。
②給付金
③事業費　 　11,000,000円
　 算出根拠　貨物自動車運送事業　一律2万円/台
　　　　     　　一般貸切旅客自動車運送事業　一律2万円/台
　　　　　　     一般乗用旅客自動車運送事業　一律1万円/台
　　　　　     　自動車運転代行事業　一律1万円/台
④運送事業者等

Ⅱ．物価高の克服 8,510,000 8,510,000 0 0 R6.4.1 R7.3.31 助成対象事業者数　３５事業
所

エネルギー価格の高騰により影
響を受けている運送事業者に向
けた経済的支援を実施したこと
で、燃料費の負担軽減に寄与し
た。

13 単独 畜産農家飼料高騰対策支援事業

①飼料費の物価高騰の影響を受けている畜産農家を支援するため、飼料費の
一部を支給する。
②補助金
③事業費 　　3,124,000円
　 算出根拠　牛（１頭当たり1,000円）　2,230,000円
　　　　　　      豚（１頭当たり1,000円）　   594,000円
　　　　　　      鶏（１頭当たり50円）　   300,000円
④畜産農家

Ⅱ．物価高の克服 3,124,000 3,124,000 0 0 R6.4.1 R7.3.31 助成対象農家数　１４戸

飼料費の物価高騰の影響を受
けている畜産農家に向けた経済
的支援を実施したことで、飼料
費の負担軽減に寄与した。

14 単独 スタートアップ事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた来春入学・進学や就
職を予定する生徒の応援として、保護者に対し、給付金を支給する。
②負担金
③事業費　10,275,000円
（新小学１年生158人・小学6年生148人・中学3年生194人）×2万円
④保護者

Ⅱ．物価高の克服 10,034,554 10,034,554 0 0 R6.4.1 R7.3.31 給付対象保護者数　５００人

エネルギーや食料品価格等の
物価高騰の影響を受けている来
春入学・進学や就職を予定した
生徒に向けた経済的支援を実
施したことで、保護者の経済的
負担の軽減に寄与した。

15 単独 保育施設物価高騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた町内で園児に給食を
提供する保育施設に対し、物価高騰分の給食材料費の補助及びエネルギー高
騰への支援を行う。
②負担金
③事業費　4,382,000円
・令和7年１月１日現在園児数　775人×960円（給食公定価格4,800円の2割）×3
月（1月～3月分）＝2,232,000円
・定員150人以上1施設につき 350,000円（さわき、ひかり）
　　　　150人未満100人以上 300,000円（中央、たちばな）
　　　　100人未満70人以上 250,000円（安静）
　　　　70人未満30人以上 150,000円
                   （八千代、中結城、ひかり保、みどりが丘））
　　　　　＝2,150,000円
④保育施設

Ⅱ．物価高の克服 4,307,120 4,307,120 0 0 R6.4.1 R7.3.31 交付対象施設　９施設

エネルギーや食料品価格等の
物価高騰の影響を受けている園
児に給食を提供する保育施設に
向けた経済的支援を実施したこ
とで、給食材料費やエネルギー
高騰の経済的負担の軽減に寄
与した。

16 単独 地域公共交通エネルギー価格等物価高
騰対策支援事業

①エネルギー高騰の影響を受けた町公共交通事業者を支援するため支援金を
交付する。
②負担金
③１事業所　550,000円×3事業所＝1,650,000円

Ⅱ．物価高の克服 1,650,000 1,650,000 0 0 R7.3.1 R7.3.31 交付対象事業所数　3事業所

エネルギー価格の高騰により影
響を受けている公共交通事業者
に向けた経済的支援を実施した
ことで、燃料費の負担軽減に寄
与した。

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業　実施状況及び効果検証

Ｎｏ 交付対象事業の名称
総事業費

（Ａ）
事業開始
年月日

事業完了
年月日

補助・単独 経済対策との関係

事業の概要
①効果・目的
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業実施状況 効果の検証・評価


